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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第27期
第２四半期
連結累計期間

第28期
第２四半期
連結累計期間

第27期
第２四半期
連結会計期間

第28期
第２四半期
連結会計期間

第27期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 16,044,91416,192,6919,248,9279,420,53535,912,794

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △321,479 621,464 549,829 794,4201,766,114

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) △302,729 238,845 319,457 380,574 494,029

純資産額 (千円) ― ― 11,977,01712,767,84312,750,976

総資産額 (千円) ― ― 17,990,49720,361,38120,690,162

１株当たり純資産額 (円) ― ― 82,230.3187,723.1487,593.76

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期純損失(△)

(円) △2,102.291,658.652,218.462,642.883,430.76

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 65.8 62.0 61.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 470,6171,850,291 ― ― 2,805,476

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △997,277△596,728 ― ― △1,829,838

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △422,603△263,891 ― ― △553,563

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,293,0754,643,1803,644,223

従業員数 (名) ― ― 1,208 1,176 1,179

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第27期第２四半期連結累計期間において１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。また第28期第２四半期連結累計期

間、第27期第２四半期連結会計期間、第28期第２四半期連結会計期間及び第27期においては、潜在株式がない

ため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,176

(注)  従業員数は就業人員であり、当社グループから当社グループ外への出向者を除いております。

臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 687

(注)  従業員数は就業人員であり、当社から当社外への出向者を除き社外から当社への出向者を含んでおります。

臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日) 前年同四半期比(％)

金額(千円)

ソリューション 2,227,354 117.3

サービス 1,017,431 103.9

合計 3,244,786 112.7

(注) １  金額は、製造原価によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日) 前年同四半期比(％)

金額(千円)

ソリューション 769,906 77.8

サービス 1,747,383 99.0

合計 2,517,290 91.4

(注) １  金額は、実際仕入価額によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況

当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別
セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

受注高
(千円)

前年同四半期比
(％)

受注残高 
(千円)

前年同四半期比
(％)

ソリューション 4,984,210 95.1 5,961,995 89.4

サービス 628,953 185.7 2,934,852 113.6

合計 5,613,163 100.6 8,896,847 96.1

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  サービス事業のうちネットビジネス事業については把握が困難なため、受注高及び受注残高に含まれており

ません。
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(4) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日) 前年同四半期比(％)

金額(千円)

ソリューション 5,194,134 98.3

サービス 4,226,400 106.6

合計 9,420,535 101.9

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

KDDI株式会社 1,216,963 13.2 1,286,017 13.7

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

（イ）平成22年３月期　第２四半期までの主要施策 

平成21年３月期に顕在化した経済環境悪化の影響を受け、企業のＩＴ投資抑制等の厳しい事業環境

が続く中、インフォコムグループは、新中期経営計画の初年度となる平成22年３月期の第２四半期まで

に、〔今般の経済環境を踏まえた収益力の向上〕〔業容拡大に向けた中期重点分野への経営資源シフ

ト〕〔事業基盤の継続的強化〕を骨子とする新中期経営計画の着実な推進に加え〔景気低迷による顧

客企業のＩＴ投資削減対策〕に注力し、以下の諸施策を実施しました。 

　尚、平成21年９月30日時点のインフォコムグループは、当社を含め国内７社、海外２社の計９社（内、

持分法適用関連会社国内１社）で構成しています。 

　

〔今般の経済環境を踏まえた収益力の向上〕

コスト抑制の徹底や利益率の一層の向上に向けた構造改革施策に取り組むとともに、設備投資や研

究開発投資の重点化等キャッシュ・フロー重視経営を推進し、グループ経営効率の向上を図っていま

す。

　

〔業容拡大に向けた中期重点分野への経営資源シフト〕 
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◆企業向け事業の展開 

　GRANDIT事業
※
では、導入企業の課題を迅速かつ低コストで解決に導く導入事例集の公開や国際会計基

準適用企業をサポートするコンサルティング体制及び販売体制の充実、労働基準法や国際会計基準等

の法改正に対応する機能の拡充、導入企業のＩＴコスト削減やグリーンＩＴ
※
化を可能とする仮想化技

術への対応を施した新バージョンの販売を開始する等の事業拡大策を積極的に推進しています。 

◆医療・公共向け事業 

　ヘルスケア事業
※
では、医療機関の放射線部門業務の効率化をはじめ、整形外科部門のフィルムレス化

によるコスト削減や医療の精度を向上させる自社開発パッケージソフトウェアの拡充、販売開始等、市

場のニーズに応える新製品やソリューションの提供を通じた事業の一層の拡大に取り組んでいます。 

◆一般消費者向け事業 

　ネットビジネス事業
※
では、携帯電話向けコンテンツ配信サービス

※
やeコマースサービス

※
の効率的

な提供に努めるとともに、パズルゲームやメール装飾素材等の配信開始等、更なる業容の拡大に向けた

コンテンツや商材の充実化等の施策を推進しています。 

 

　尚、ソリューション・セグメント
※
及びサービス・セグメント

※
のいずれにおいても、成長を実現する

ための選択肢の一つとしてM&Aを位置付け、検討を継続しています。

　

〔事業基盤の継続的強化〕

ソリューション・セグメントを構成する各事業本部を統轄する「ソリューション事業統轄本部」を

強化し、プロジェクト管理機能の強化や品質の継続的向上について、グループを挙げて取り組みを進め

ています。サービス・セグメントでは、新横浜センター施設の設備近代化工事の実施等、データセン

ター・サービス事業
※
の更なる競争力強化やSaaS

※
型事業の立上げを企図した基盤整備を継続的に進

めており、それらを活用した新たなインフラサービスも開始しました。

　

〔景気低迷による顧客企業のＩＴ投資削減対策〕

〔今般の経済環境を踏まえた収益力の向上〕で前述したコスト抑制の徹底等に加え、調達機能を強

化し、外注活用体制の最適化に向けた取り組みを進めるとともに、大口顧客向け企画提案体制の増強を

行いました。

　

（ロ）当社グループの通期及び四半期業績の特性について

わが国においては、事業会計年度を４月から３月までと定めている企業が多いため、システムの導入

・検収が、年度の節目となる３月に集中する傾向にあります。こうした要因により、当社グループの業

績は、売上高、利益ともに第１・３四半期が相対的に少なくなり、第４四半期に集中する傾向を有して

います。
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（ハ）前年同四半期との対比による当第２四半期連結会計期間の連結業績

平成22年３月期第２四半期連結会計期間の連結業績は、前年同四半期比増収増益となりました。 

連結売上高は9,420百万円（前年同四半期 連結売上高9,248百万円）、連結営業利益は772百万円（前

年同四半期 連結営業利益538百万円）、連結経常利益は794百万円（前年同四半期 連結経常利益549百

万円）、連結四半期純利益は380百万円（前年同四半期 連結四半期純利益319百万円）となりました。 

 

〔ソリューション・セグメント〕

連結売上高5,194百万円（前年同四半期 連結売上高5,284百万円）、連結営業利益379百万円（前年

同四半期 連結営業利益191百万円）となりました。 

　当該セグメントは、企業のＩＴ投資抑制等の厳しい経済環境の影響を受けていますが、〔今般の経済

環境を踏まえた収益力の向上〕や〔事業基盤の継続的強化〕等により、連結営業利益が増加しました。

 

〔サービス・セグメント〕

連結売上高4,226百万円（前年同四半期 連結売上高3,964百万円）、連結営業利益383百万円（前年

同四半期 連結営業利益343百万円）となりました。 

　〔業容拡大に向けた中期重点分野への経営資源シフト〕で前述したネットビジネス事業における携

帯電話向けコンテンツ配信サービスが堅調に推移する等により、前年同四半期と対比し増収増益とな

りました。 

 

（2）財政状態の状況

総資産は、売上債権の減少等により、前連結会計年度末と比較して328百万円減少し、20,361百万円と

なりました。負債は、仕入債務の減少等により、前連結会計年度末と比較して345百万円減少し、7,593百

万円となりました。また、純資産は、前連結会計年度末と比較して16百万円増加し、12,767百万円となり

ました。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の61.0％から62.0％に上昇しました。

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は4,643百万円と

なり、第１四半期連結会計期間末より193百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれら

の主たる増減要因は以下のとおりです。

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動に使用した資金は22百万円（前年同四半期は562百万円）となりました。これは主に売上債

権の増加1,970百万円（前年同四半期は1,622百万円）に対し、税金等調整前四半期純利益679百万円

（前年同四半期は548百万円）、減価償却費308百万円（前年同四半期は284百万円）、たな卸資産の減

少251百万円（前年同四半期は368百万円）及び仕入債務の増加183百万円（前年同四半期は155百万円

の減少）等によるものです。

 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動に使用した資金は142百万円（前年同四半期は657万円）となりました。これは主にソフト

ウェア等無形固定資産の取得による支出141百万円（前年同四半期は316百万円）及び有形固定資産の

取得による支出78百万円（前年同四半期は458百万円）等によるものです。

 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕
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　財務活動に使用した資金は24百万円（前年同四半期は29百万円）となりました。これはリース債務の

返済によるものです。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（5）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は16百万円であります。
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〔用語解説（五十音順表記）〕 

◆ｅコマースサービス                           当社グループのソリューション/サービス 

当社グループのサービス・セグメントに属するネットビジネス事業で提供しているサービス。イン

ターネットを活用し、CD/DVDやアパレル等を販売するeコマースサイトを展開している。eコマースと

は、インターネットや携帯電話等を利用した通信販売全般の事。インターネットが一般消費者に普及す

るにつれて、消費者を直接対象にした電子商取引サービスが急激に成長している。 

 

◆GRANDIT事業                                          当社グループの事業/セグメント 

当社グループのソリューション・セグメントに分類しており、企業の販売管理や会計、人事等の業務の

効率化や内部統制に対応する機能を充実した完全Web-ERP「GRANDIT
®
」を提供している。 

多くの企業で構成するGRANDITコンソーシアムの参画各社に蓄積されたノウハウを結集して開発し、日

本における各業界の様々な商習慣に適合させる事で、短期導入とコストの削減を可能としている。 

 

◆ＳａａＳ 

software as a serviceの略。ユーザーが開発者等からソフトウェア提供を受けるに当たり、必要な機

能のみを選択してインターネットを経由して利用できるようにしたソフトウェアの事。 

 

◆エンタープライズ事業                                 当社グループの事業/セグメント 

当社グループのソリューション・セグメントに分類しており、帝人グループ、双日グループ、通信事業

者グループならびにその他の大規模顧客のIT 機能の一翼を担うとともに、IT 化に対応した最適なシ

ステムの企画・開発・保守を行ない、顧客満足度の高いソリューションを提供している。 

 

◆グリーンＩＴ 

省電力等、地球環境への負荷を低減できるＩＴ関連機器やＩＴシステム等の総称。またＩＴを活用する

事で地球環境への負荷を低減する取組みを指す場合もある。 

 

◆コンテンツ配信サービス                       当社グループのソリューション/サービス 

当社グループのサービス・セグメントに属するネットビジネス事業で提供しているサービス。イン

ターネットを活用し、着信メロディや着うたフル
®
等の音楽系コンテンツやコミック等の電子書籍、健

康情報、パズルゲームやメール装飾素材等のコンテンツ配信サービスを提供している。 

 

◆サービス・セグメント                                 当社グループの事業/セグメント 

当社グループは、ソリューション・セグメント、サービス・セグメントの２つのセグメントで事業を構

成する。 

ディザスター・リカバリー機能の充実化を支援する、新横浜データセンターを核とした高品質かつ高

信頼性を誇るデータセンター・サービス「エクステーション
®
」の提供のほか、携帯電話やPC利用者向

けには、着信メロディや着うたフル
®
、電子書籍、健康情報、パズルゲームやメール装飾素材等のコンテ

ンツ配信、CD/DVDやアパレル等を販売するeコマースサイトを展開している。 

 

◆ソリューション・セグメント                           当社グループの事業/セグメント 

当社グループは、ソリューション・セグメント、サービス・セグメントの２つのセグメントで事業を構

成する。 
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大規模顧客のIT機能の一翼を担うとともに、医薬医療機関や文教、知的財産等の分野に特化した自社開

発パッケージ製品を提供している。 

また、様々な法人に適合する完全Web-ERP「GRANDIT
®
」、情報資産の高度活用に対応するデジタルコン

テンツ管理ソリューション等も提供している。 

 

◆データセンター・サービス事業                         当社グループの事業/セグメント 

当社グループのサービス・セグメントに分類しており、自社保有のデータセンターで、システム運営の

様々なニーズに的確に応えるワンランク上のデータセンター・サービスを提供している。最新の技術

を駆使した仮想化基盤の強化を完了し、SaaS型ビジネスを積極的に推進するとともに、システム運用に

関するコストパフォーマンスの向上やグリーンIT化に対応する顧客を支援する仮想化ホスティング

サービスも提供している。1,000㎡を超える大規模スペースの提供に加え、ＩＴサービスマネジメント

システムに関する国際認証（ISO20000）を有した信頼性の高いシステム運用によるITフルアウトソー

シングサービスを提供する。 

 

◆ネットビジネス事業                                   当社グループの事業/セグメント 

当社グループのサービス・セグメントに分類しており、インターネットを活用し、コンテンツ配信やe

コマース等のサービスを提供している。コンテンツ配信では、着信メロディや着うたフル
®
等の音楽系

コンテンツやコミック等の電子書籍サービスを提供している。また、CD/DVDやアパレル等を販売するe

コマースサイトを展開している。 

 

◆ヘルスケア事業                                       当社グループの事業/セグメント 

当社グループのソリューション・セグメントに分類しており、医療、ヘルスケア領域向けのパッケージ

ソリューションの開発・販売やＳＩを提供している。医療情報の高度活用による医療の質向上を目指

し、医用画像、薬剤情報、患者臨床情報等の広範囲な医療情報を有効に活用したソフトウェア製品やソ

リューション、情報サービスを提供している。 

 

◆製品・サービス事業                                   当社グループの事業/セグメント 

当社グループのソリューション・セグメントに分類しており、企業内の帳票やドキュメント等の情報

資産を統合的に管理・活用するECM、知的財産管理、図書館、博物館、公文書系の業務・デジタルアーカ

イブ、創薬研究、緊急通報・安否確認システム、コンタクトセンター等の様々な領域向けに、自社開発ソ

フトウェアパッケージをはじめとするIT ソリューションやIT サービスを提供している。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 576,000

計 576,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 144,000 144,000
ジャスダック
証券取引所

単元株制度を採用
しておりません。

計 144,000 144,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 144,000― 1,590,000― 1,442,000
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

帝人株式会社 大阪府大阪市中央区南本町１丁目６番７号 72,200 50.13

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番２０号 7,200 5.00

インフォコムグループ従業員持
株会

東京都渋谷区神宮前２丁目３４番１７号 4,900 3.40

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１番１号 2,453 1.70

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 852 0.59

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 659 0.45

エスアイエツクス　エスアイエス
　エルテイーデイー（常任代理人
　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

BASLERSTRASSE 100, CH-4600 OLTEN SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

530 0.36

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 518 0.35

メロン　バンク　トリーティー　ク
ライアンツ　オムニバス（常任代
理人　株式会社みずほコーポレー
ト銀行）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
（東京都中央区月島４丁目１６番１３号）

487 0.33

深見　暢之 東京都中央区 469 0.32

計 ― 90,268 62.68

(注)  上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　852株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　659株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　144,000 144,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 144,000 ― ―

総株主の議決権 ― 144,000 ―

(注)  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含まれて

おります。

　

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 34,00039,60055,00051,50050,30052,300

最低(円) 27,90032,50036,80046,20046,00044,000

(注)  最高・最低株価はジャスダック証券取引所公表のものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動ありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第２四半期連

結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月

１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四

半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,644,740 3,646,950

受取手形及び売掛金 5,651,316 8,319,738

たな卸資産 ※3, ※4
 967,363

※3
 680,279

その他 1,867,181 1,692,204

貸倒引当金 △4,937 △7,305

流動資産合計 13,125,663 14,331,867

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,376,137 1,129,835

その他（純額） 1,532,067 1,591,391

有形固定資産合計 ※1
 3,908,205

※1
 2,721,226

無形固定資産

ソフトウエア 1,799,561 1,917,138

のれん 169,601 255,067

その他 108,722 92,438

無形固定資産合計 2,077,885 2,264,644

投資その他の資産 ※2
 1,249,626

※2
 1,372,424

固定資産合計 7,235,717 6,358,295

資産合計 20,361,381 20,690,162

負債の部

流動負債

買掛金 1,998,800 3,040,668

未払法人税等 277,587 364,748

賞与引当金 906,564 782,337

その他の引当金 ※4
 2,082 18,613

その他 3,743,915 3,344,064

流動負債合計 6,928,950 7,550,432

固定負債

引当金 241,175 231,400

その他 423,411 157,353

固定負債合計 664,587 388,753

負債合計 7,593,537 7,939,186

純資産の部

株主資本

資本金 1,590,000 1,590,000

資本剰余金 1,442,000 1,442,000

利益剰余金 9,612,427 9,603,982

株主資本合計 12,644,427 12,635,982

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,458 △36

為替換算調整勘定 △13,753 △22,443

評価・換算差額等合計 △12,295 △22,480

少数株主持分 135,711 137,474

純資産合計 12,767,843 12,750,976

負債純資産合計 20,361,381 20,690,162
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 16,044,914 16,192,691

売上原価 10,729,189 10,125,135

売上総利益 5,315,725 6,067,555

販売費及び一般管理費 ※1
 5,671,945

※1
 5,478,241

営業利益又は営業損失（△） △356,219 589,314

営業外収益

受取利息及び配当金 6,757 2,200

保険解約返戻金 13,159 19,028

その他 24,704 17,367

営業外収益合計 44,622 38,596

営業外費用

支払利息 3,625 4,354

持分法による投資損失 4,418 1,673

その他 1,837 418

営業外費用合計 9,881 6,445

経常利益又は経常損失（△） △321,479 621,464

特別利益

固定資産売却益 5,772 －

貸倒引当金戻入額 － 2,468

特別利益合計 5,772 2,468

特別損失

固定資産除却損 11,257 17,129

貸倒引当金繰入額 － 114,826

その他 970 －

特別損失合計 12,228 131,956

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△327,935 491,976

法人税、住民税及び事業税 39,918 258,548

法人税等調整額 △73,019 △135

法人税等合計 △33,100 258,413

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,894 △5,282

四半期純利益又は四半期純損失（△） △302,729 238,845
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 9,248,927 9,420,535

売上原価 5,902,690 5,917,634

売上総利益 3,346,237 3,502,900

販売費及び一般管理費 ※1
 2,807,799

※1
 2,729,970

営業利益 538,438 772,930

営業外収益

受取利息及び配当金 2,739 1,249

持分法による投資利益 － 962

保険解約返戻金 － 12,954

為替差益 6,802 6,882

その他 5,459 2,914

営業外収益合計 15,001 24,963

営業外費用

支払利息 1,280 3,055

持分法による投資損失 1,493 －

その他 837 418

営業外費用合計 3,611 3,473

経常利益 549,829 794,420

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 2,468

特別利益合計 － 2,468

特別損失

固定資産除却損 908 5,804

貸倒引当金繰入額 － 111,915

その他 526 －

特別損失合計 1,435 117,720

税金等調整前四半期純利益 548,394 679,168

法人税、住民税及び事業税 34,481 253,091

法人税等調整額 176,840 39,367

法人税等合計 211,322 292,458

少数株主利益 17,614 6,134

四半期純利益 319,457 380,574
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△327,935 491,976

減価償却費 550,587 585,298

のれん償却額 85,465 85,465

引当金の増減額（△は減少） △114,796 229,929

受取利息及び受取配当金 △6,757 △2,200

支払利息 3,625 4,354

売上債権の増減額（△は増加） 2,969,004 2,561,605

たな卸資産の増減額（△は増加） △419,220 △285,802

仕入債務の増減額（△は減少） △1,113,894 △1,045,511

預り金の増減額（△は減少） △1,368,830 11,726

その他 △128,838 △446,548

小計 128,409 2,190,293

利息及び配当金の受取額 6,757 2,268

利息の支払額 △3,625 △4,354

移転補償金の受取額 1,064,959 －

法人税等の支払額 △725,883 △337,915

営業活動によるキャッシュ・フロー 470,617 1,850,291

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,131,235 △439,290

無形固定資産の取得による支出 △488,635 △264,935

収用補償金等による収入 528,320 －

その他 94,274 107,497

投資活動によるキャッシュ・フロー △997,277 △596,728

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △69,173 －

長期借入金の返済による支出 △123,030 －

リース債務の返済による支出 － △33,491

配当金の支払額 △230,400 △230,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △422,603 △263,891

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,140 9,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △959,403 998,956

現金及び現金同等物の期首残高 3,252,478 3,644,223

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,293,075

※1
 4,643,180
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更
当第２四半期連結会計期間より、ホワイトパジャマ・ジャパン株式会
社を、清算結了により連結の範囲から除外しております。
 

(2) 変更後の連結子会社の数

　７社

２  会計処理基準に関する事項の変更 ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準の変更

　ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準については、従

来、検収基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期

間に着手したソフトウェアの請負開発契約から、当第２四半期連結会

計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約につ

いては工事進行基準を、その他の契約については検収基準を適用して

おります。なお、進捗度の見積りについては、原価比例法を用いており

ます。これによる、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結会計期間

(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

１　前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産として一括掲記していた「建物及び構築物（純額）」は、

資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、

前第２四半期連結会計期間の有形固定資産に含まれる「建物及び構築物（純額）」は1,113,829千円であり

ます。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,254,398千円
　

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　 投資その他の資産 126,202千円
　

※３ 商品及び製品 204,413千円

　 仕掛品 759,425千円

　 貯蔵品 3,524千円

※４　損失が見込まれるソフトウェアの請負開発契約

　　　に係るたな卸資産と受注損失引当金は相殺せず

　　　に両建てで表示しております。

      損失の発生が見込まれるソフトウェアの請負開

　　　発契約に係るたな卸資産のうち、受注損失引当

　　　金に対応する額は仕掛品2,082千円であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,059,141千円
　

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　 投資その他の資産 11,375千円
　

※３ 商品及び製品 189,719千円

　 仕掛品 488,148千円

　 貯蔵品 2,410千円

――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　 給料 1,667,533千円

　 賞与引当金繰入額 496,147千円

　 退職給付費用 86,487千円

　 役員退職慰労引当金繰入額 17,599千円

　

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　 給料 1,538,016千円

　 賞与引当金繰入額 453,454千円

　 退職給付費用 78,606千円

　 役員退職慰労引当金繰入額 13,887千円

　

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　 給料 805,985千円

　 賞与引当金繰入額 238,688千円

　 退職給付費用 42,092千円

　 役員退職慰労引当金繰入額 8,405千円

　

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　 給料 737,503千円

　 賞与引当金繰入額 226,566千円

　 退職給付費用 41,072千円

　 役員退職慰労引当金繰入額 5,330千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係

　 現金及び預金勘定 2,290,664千円

　 関係会社預け金 5,410千円

　 預入期間３か月超の定期預金 △3,000千円

　 現金及び現金同等物 2,293,075千円

　

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係

　 現金及び預金勘定 4,644,740千円

　 関係会社預け金 1,440千円

　 預入期間３か月超の定期預金 △3,000千円

　 現金及び現金同等物 4,643,180千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 144,000

　

　

２  自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 230,400 1,600平成21年３月31日 平成21年６月22日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
　ソリューション

(千円)
サービス 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,284,0133,964,9149,248,927 ― 9,248,927

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

342,367 205,218 547,585(547,585) ―

計 5,626,3804,170,1339,796,513(547,585)9,248,927

営業利益 191,958 343,127 535,085 3,353 538,438

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
　ソリューション

(千円)
サービス 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,194,1344,226,4009,420,535 ― 9,420,535

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

287,065 172,919 459,985(459,985) ―

計 5,481,1994,399,3209,880,520(459,985)9,420,535

営業利益 379,660 383,981 763,642 9,287 772,930
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
　ソリューション

(千円)
サービス 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,484,0747,560,84016,044,914 ― 16,044,914

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

602,026 421,3161,023,342(1,023,342) ―

計 9,086,1007,982,15617,068,257(1,023,342)16,044,914

営業利益又は営業損失(△) △915,840 559,739△356,100 (119) △356,219

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

（1）ソリューション・セグメント　・・・携帯電話事業者、一般企業、医薬医療関係の機関や官公庁、教育研

　　　　　　　　　　　　　　　　　究機関のお客様向けに情報システムの企画・開発・コンサルテーショ

　　　　　　　　　　　　　　　　　ン等を通じ各種ITソリューションを提供。

（2）サービス・セグメント　　　　・・・携帯電話等へのコンテンツ、eコマース等の提供、情報通信システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　の企画・運用・管理等の各種サービスを提供。

　

３　セグメント区分の変更

当社グループは組織再編等に伴い、第１四半期連結会計期間より以下のとおり事業の種類別セグメント区分

の見直しを行いました。

（1）組織変更に伴うセグメント区分の見直し

「ソリューション・セグメント」に属する各事業（「モバイル」、「ヘルスケア」、「エンタープライ
ズ」、「GRANDIT・ECM」）および「フロンティア・セグメント」に属する各事業（「知的財産システム」、
「デジタルアーカイブシステム」、「ケム＆バイオ・インフォマティクス」）について、顧客対応力および組
織力強化を目的に、「大口顧客向け事業」、「パッケージ製品事業」、「ヘルスケア事業」、「GRANDIT事業」
の事業区分に集約、組織再編を実施したため、「フロンティア・セグメント」の事業を「ソリューション・セ
グメント」へ統合するものです。また、「フロンティア・セグメント」に属していたセキュリティ事業につい
ては、単独事業として育成する方針から、「サービス・セグメント」に属するデータセンター事業の付加価値
サービスに組入れて一体として提供する方針に転換したことから「サービス・セグメント」へセグメントを
変更するものです。

（2）当社連結子会社の役割分担見直しに伴うセグメント区分の見直し

「サービス・セグメント」に属していたインフォコムサービス㈱(平成20年7月1日付で㈱インフォコム東
日本に商号変更、以下ICOS社)について、イメージシティ㈱（ソリューション・セグメントに属する連結子会
社）が展開している「ITソリューション事業」等をICOS社に譲渡することで、当社グループにおける東日本
エリアでの開発・導入・保守・運用を一気通貫で担える体制とし、西日本エリアで同様の体制を敷く㈱イン
フォコム西日本とあわせ国内全エリアに対する一気通貫体制を構築する事としたことより、ICOS社を「ソ
リューション・セグメント」へ変更するものです。

　

この結果、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間における「ソリューション・セグメント」の
売上高は、1,107,161千円増加し、営業損失は、79,866千円増加し、「サービス・セグメント」の売上高は、
131,501千円減少し、営業利益は、2,270千円増加しております。
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当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
　ソリューション

(千円)
サービス 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,258,0747,934,61716,192,691 ― 16,192,691

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

570,490 326,645 897,135(897,135) ―

計 8,828,5658,261,26217,089,827(897,135)16,192,691

営業利益又は営業損失(△) △116,443 696,166 579,723 9,590 589,314

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

（1）ソリューション・セグメント　・・・携帯電話事業者、一般企業、医薬医療関係の機関や官公庁、教育研

　　　　　　　　　　　　　　　　　究機関のお客様向けに情報システムの企画・開発・コンサルテーショ

　　　　　　　　　　　　　　　　　ン等を通じ各種ITソリューションを提供。

（2）サービス・セグメント　　　　・・・携帯電話等へのコンテンツ、eコマース等の提供、情報通信システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　の企画・運用・管理等の各種サービスを提供。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月

30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30

日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 87,723.14円
　

　 　

１株当たり純資産額 87,593.76円
　

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △2,102.29円
　

１株当たり四半期純利益 1,658.65円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期連結累計期間において、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間においては、

潜在株式がないため記載しておりません。

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

△302,729 238,845

普通株式に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△302,729 238,845

普通株式の期中平均株式数(株) 144,000 144,000
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2,218.46円
　

１株当たり四半期純利益 2,642.88円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 319,457 380,574

普通株式に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 319,457 380,574

普通株式の期中平均株式数(株) 144,000 144,000
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

当社は、当社のソフトウェア開発受託先である株式会社ソルシステムズ及びそのエンドユーザーであり

親会社である株式会社GSIクレオスから損害賠償請求訴訟を受けました（東京地裁送達日付、平成18年10月

13日）。

　当社が平成13年12月に受託したERPシステムの導入請負契約の債務不履行による損害賠償請求（訴額約

739百万円）であり現在係争中でありますが、訴訟を通じ当社の主張を明らかにしてまいります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月10日

インフォコム株式会社

代表取締役社長　　吉　野　　隆　殿

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　野　眞　一    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　口　更　織    ㊞

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイン

フォコム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月６日

インフォコム株式会社

代表取締役社長　　吉　野　　隆　殿

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　野　眞　一　　㊞

　

指定有限責任社員 
業務執行社員

　 公認会計士    山　口　更　織　　㊞

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイン

フォコム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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